
別紙４ 
 

新 旧 

② （略） 

(14) （略） 

(15) 介護職員処遇改善加算について 

２(16)を準用する。 

５ 小規模多機能型居宅介護費 

(１)～(４) （略） 

(５) 若年性認知症利用者受入加算について 

３の２(13)を準用する。 

(６)～(８) （略） 

(９) 栄養スクリーニング加算について 

３の２(15)を準用する。 

(10) 生活機能向上連携加算について 

２の２(14)を準用する。 

(11)・(12) （略） 

６ 認知症対応型共同生活介護費 

(１) 短期利用認知症対応型共同生活介護費について 

短期利用認知症対応型共同生活介護については、厚生労働大臣が定める施設基準（平成 27年

厚生労働省告示第 96 号。以下「施設基準」という。）第 31 号ハに規定する基準を満たす認知

症対応型共同生活介護事業所において算定できるものである。 

① 同号ハ(３)ただし書に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定

員の合計数を超えて行う短期利用認知症対応型共同生活介護は、あくまでも、緊急に短期利

用認知症対応型共同生活介護を受ける必要がある者にのみ提供が認められるものであり、当

該利用者に対する短期利用認知症対応型共同生活介護の提供は、７日を限度に行うものとす

る。 

  また、「当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合」とは、当該利用者を当該事

業所の共同生活住居（複数の共同生活住居がある場合、当該利用者が日中の時間帯等に共同

生活を送る共同生活住居とする。）の利用者とみなして、当該利用者の利用期間を通じて人

員基準を満たしており、かつ、当該利用者が利用できる個室を有している場合とする。特に

個室の面積の最低基準は示していないが、当該利用者の処遇上、充分な広さを有しているこ

と。 

  なお、指定認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の合計数を超えて受け

入れることができる利用者数は、指定認知症対応型共同生活介護事業所ごとに１人まで認め

られるものであり、この場合、定員超過利用による減算の対象とはならない。 

② 同号ハ(５)に規定する「短期利用認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知

識を有する従業者」とは、認知症介護実務者研修のうち「専門課程」、認知症介護実践研修

② （略） 

(12) （略） 

(13) 介護職員処遇改善加算について 

２(13)を準用する。 

５ 小規模多機能型居宅介護費 

(１)～(４) （略） 

（新設） 

 

(５)～(７) （略） 

（新設） 

 

（新設） 

 

(８)・(９) （略） 

６ 認知症対応型共同生活介護費 

(１) 短期利用認知症対応型共同生活介護費について 

短期利用認知症対応型共同生活介護については、厚生労働大臣が定める施設基準（平成 27年

厚生労働省告示第 96 号。以下「施設基準」という。）第 31 号ハに規定する基準を満たす認知

症対応型共同生活介護事業所において算定できるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同号ハ(５)に規定する「短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定すべき指定認知症対応

型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有する従業者」とは、認知症介護実務者研修

傍線の部分は改正部分 

○ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事

項について（抄）（平成 18 年３月 31 日老計発第 0331005 号老振発第 0331005 号老老発第 0331018 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 


